
平成 24 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長）  

（厚生労働省） 

制 度 名 社会医療法人に対する寄附に係る寄附金控除等の創設 

税 目 所得税、法人税、相続税  

要

望

の

内

容 

 
 ・社会医療法人に寄附をした場合の寄附金を所得から控除する。 
 （所得税） 

・社会医療法人に寄附をした法人について、当該寄附金を一般の損金算入限

度額とは別に損金算入する。 

 （法人税） 

・社会医療法人に相続財産を寄附した場合に相続税を非課税とする。 

 （相続税） 
 
 
 
 
 
 平年度の減収見込額 

（制度自体の減収額） 
▲３５ 百万円 
（    百万円） 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴  政策目的 

救急医療等確保事業などを実施する公益性の高い法人である社会医療法人に
寄附税制措置を講じることにより、地域住民に対し必要な医療提供体制の確保
を図る。 

 

⑵  施策の必要性 

地域住民に必要な医療を継続して安定的に提供するためには、公益性の高い
社会医療法人の経営の安定化を図り、地域医療を安定的に供給できる体制を構
築していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



今

回

の

要

望

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

（基本目標Ⅳ）地域で安心して健康に長寿を迎えられる社会を
実現する 

（施策大目標１）医療サービスを安定的に提供する 
（施策中目標１）地域の医療連携体制を構築する 

政 策 の 

達成目標 

 
地域住民にとって必要とされる医療提供体制の充実。 
地域において必要不可欠な医療を担う社会医療法人の財政基

盤の一部を地域住民が寄附という形で支えることは必要であ
り、適切である。 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
恒久措置 
 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
地域住民にとって必要とされる医療提供体制の充実 
 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
－ 
 
 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

 
過去の社会医療法人に対する寄附の実績から推計して、一定

の適用が見込める。 
 
 
 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
 本措置により社会医療法人への寄附が促進され、法人の経営
の安定化に資する。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の支援

措 置 

 
社会医療法人における医療保健業（本来業務）の非課税措置 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

・ 医療施設等施設･設備整備費補助金(23年度予算額：1,282百万円) 

・ 医療施設運営費等補助金（23年度予算額：2,867百万円） 

・ 医療提供体制推進事業費補助金（23年度予算額：25,939百万円） 

・ 医療提供体制施設整備交付金（23年度予算額：4,928百万円） 
・ 福祉医療機構融資（23年度予算：246,000百万円） 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 医療法人による医療施設の施設・設備の整備、医療施設の運
営等に対し助成を行っているところであり、当該要望を実現す
ることにより医療提供体制の安定的な確保に資するものであ
る。 
 
 
 



要望の措置 

の 妥 当 性 

 
 社会医療法人は法人の財産が個人に帰することがなく、公的
な事業運営を担う公益性の高い医療法人であり、その存続・発
展を図ることは公益の増進に資する。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
 
－ 
 
 
 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
 
－ 
 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
 
－ 
 
 
 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 
－ 
 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
平成１９年度税制改正要望 
平成２０年度税制改正要望 

 


